
※チェックリストに従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報はの資料等をご確認ください。
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所定給付⽇数の決まり⽅
雇⽤保険の基本⼿当を受け取れる上限⽇数である「所定給付⽇数」は、離職理由、雇⽤保険の被保険者期間、年齢により90⽇から360⽇の間で決まります。
基本⼿当の受給には、原則として離職⽇以前2年間に被保険者期間が12か⽉以上必要です。ただし、会社の倒産‧解雇といった会社都合による離職者（特定受
給資格者）や、正当な理由のある⾃⼰都合退職者（特定理由離職者）の場合、この要件は離職⽇以前1年間に被保険者期間が6か⽉以上に短縮されます。
所定給付⽇数は離職理由によって⼤きく異なり、年齢や被保険者期間も影響します。

■ ⾃⼰都合による退職（⼀般の受給資格者）
年齢に関わらず、被保険者期間に応じて決まります。期間が10年未満なら90⽇、10年以上20年未満で120⽇、20年以上では150⽇です。

■ 会社都合による退職（特定受給資格者）および⼀部の特定理由離職者
年齢と被保険者期間に応じて、90⽇から最⼤で330⽇の間で所定給付⽇数が設定されます。例えば、有期雇⽤契約の⽅が本⼈の希望にも関わらず更新されずに
離職した場合（2027年3⽉31⽇までの離職に関する特例あり）なども、これに該当することがあります。

■ 就職困難者
障害のある⽅など、就職が特に困難と認められる場合は⼿厚い給付となり、45歳未満の⽅は被保険者期間1年以上で300⽇、45歳以上65歳未満の⽅は被保険者
期間1年以上で360⽇が上限です。

主なケースの所定給付⽇数

区分

⾃⼰都合

60歳以上65歳未満

90⽇

45歳以上60歳未満

90⽇

35歳以上45歳未満

90⽇

30歳以上35歳未満

90⽇

30歳未満

90⽇

被保険者期間

10年未満
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区分

⾃⼰都合

60歳以上65歳未満

120⽇

45歳以上60歳未満

120⽇

35歳以上45歳未満

120⽇

30歳以上35歳未満

120⽇

30歳未満

120⽇

被保険者期間

10年以上20年未満

150⽇150⽇150⽇150⽇150⽇20年以上

（特定受給資格者等）

150⽇180⽇150⽇120⽇90⽇1年以上5年未満

180⽇240⽇180⽇180⽇120⽇5年以上10年未満

210⽇270⽇240⽇210⽇180⽇10年以上20年未満

240⽇330⽇270⽇240⽇-20年以上

就職困難者
150⽇150⽇150⽇150⽇150⽇1年未満

360⽇360⽇300⽇300⽇300⽇1年以上

※これは⼀部の例であり、詳細はハローワークにご確認ください。


